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  証券コード 6841
  平成18年６月２日

株 主 各 位  

 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号

 横 河 電 機 株 式 会 社
 代表取締役社長 内 田  勲

第130回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
 さて、当社第130回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご案内申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参
考書類」をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申
し上げます。 
［郵送による議決権行使の場合］ 

 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成
18年６月22日（木曜日）までに到着するようご返送ください。 

［インターネットによる議決権行使の場合］ 
 当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.comま
たはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp）にアクセスしていただき、同
封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」および「パ
スワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、平成18年６月
22日（木曜日）午後12時までに議案に対する賛否をご入力ください。
なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、54、55頁の
「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいます
ようお願い申し上げます。 

［重複行使の取扱い］ 
 議決権行使書用紙により議決権を行使され、インターネットでも議
決権を行使された場合は、到着日時を問わずインターネットによる議
決権行使を有効なものとさせていただきます。また、インターネット
で議決権行使を複数回された場合は、 後の議決権行使を有効なもの
とさせていただきます。 

敬 具 
記 

１．日  時  平成18年６月23日（金曜日）午前10時 
２．場  所  東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 本社 大会議室 

(末尾の｢株主総会会場ご案内図｣をご参照ください。) 
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３．会議の目的事項 
報告事項 １．第130期(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)

営業報告書、貸借対照表および損益計算書報告の
件 

２．第130期(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)
連結貸借対照表および連結損益計算書ならびに会
計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件 

決議事項 
第１号議案 第130期利益処分案承認の件 
第２号議案 定款一部変更の件 
第３号議案 取締役10名選任の件 

以 上 
                                 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

議決権の代理行使につきましては、定款の定めにより、議決権を有する株主の方に委任

する場合に限られておりますので、ご了承ください。なお、代理人は１名に限らせてい

ただくとともに、代理権を証明する書面を当社にご提出いただきますようお願いいたし

ます。 

◎株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合には、インターネット上の当社

ウェブサイト（http://www.yokogawa.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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(添付書類) 
 

営 業 報 告 書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

Ⅰ．営業の概況 
 

１．企業集団の営業の経過および成果 

 

 当社グループの主要ビジネスである制御ビジネスの市場は、原油価格

が高値で推移していることを背景に、海外市場で石油・石油化学・天然

ガスなどのプラント建設への投資が活発に行われていることに加え、国

内市場においても従来の生産設備のリプレースと合わせて新規の設備投

資の動きが見られるなど、全体として好調に推移いたしました。一方、

計測機器ビジネスの主要分野である半導体関連市場におきましては、デ

ジタル家電や携帯電話関連を中心に市況は堅調に推移し、長らく低迷し

ていた光通信関連の市場にも回復の兆しが見られました。 

 このような状況のなか、当社グループは、これまでに実行してきた経

営諸施策の成果を実現することに注力し、既存顧客からのさらなる受注

増や新規顧客の開拓による売上拡大を実現させるため、積極的な拡販戦

略を展開し、受注、売上の拡大に努めてまいりました。この結果、計測

機器ビジネスの主要製品が伸び悩んだものの、制御ビジネスが活発なプ

ラント建設を背景に、海外市場で大きく売上を伸ばしたことから、当期

の連結売上高は3,888億円（前期比18億円、0.5％増）、連結営業利益は

253億円（前期比５億円、2.3％増）と、増収増益となりました。連結経

常利益については、円安により為替差益が増加した結果、264億円（前

期比40億円、17.9％増）となり、連結当期純利益は、関連会社であった

横河アナリティカルシステムズ株式会社の株式を米国アジレントテクノ

ロジー社グループへ115億円で売却した結果、215億円（前期比121億円、

130.0％増）となり、大幅な増益となりました。 
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＜事業分野別概況＞ 

 事業分野別の概況は次のとおりです。 

 

制御事業 

 プラント向け制御システムを中心とする制御事業は、エネルギー需要

の増大と原油高を背景に、海外市場において、石油・石油化学・天然ガ

スなどの大型プロジェクトへの投資が活発に推移しております。このよ

うに好調な事業環境のもと、継続した開発投資に基づく当社製品の高い

信頼性、プロジェクト遂行能力の高さなどが評価され、多くのプロジェ

クトの受注に結びつきました。その実績への評価がまた次の受注に結び

つくという好循環につながってきております。 

 特に急激な成長が続く中東市場では、サウジアラビア・ラービグでの

超大型石油化学プラントの受注をはじめ、クルサニア、ハウイア、ジュ

アイマなどで大型プラントを次々と受注したほか、バーレーン、アラブ

首長国連邦でも石油精製・天然ガスのプラントを相次いで受注するなど、

好調に推移いたしました。 

 また、当社が平成14年に約60億円で受注し、シェルと中国海洋石油総

公司（China National Offshore Oil Corporation：CNOOC）などの合弁

会 社 で あ る 中 海 売 牌 石 油 化 工 有 限 公 司 （ CNOOC and Shell 

Petrochemicals Company Limited：CSPC）が中国 広東省 恵州市に建設

した、大型の石油化学コンプレックス・プロジェクト（南海石油化学コ

ンプレックス）が「On Schedule（予定どおりに）」「On Budget（決め

られた予算内で）」で完了し、いよいよ稼動を開始いたしました。今後、

当社は、長期保守契約に基づき、プラントのライフサイクル全体にわ

たって安定稼動をサポートしてまいります。大型プロジェクトを無事に

完了した実績は、市場でも高く評価されており、さらなる受注拡大につ

ながっていくと考えております。 

 海外市場では、今後も大型のプロジェクトが数多く計画されているこ

とから、さらなる受注拡大に向けたエンジニアリング体制の強化に取り

組んでおります。市場が急速に拡大している中東地域においては、バー

レーン、アラブ首長国連邦、サウジアラビアにエンジニアリング拠点を

新設し、大きな成長が見込まれる中国市場では、顧客に密着したサービ

スサポートを行う上海レスポンスセンターを設立しました。また、エン

ジニアリング会社の本社・拠点が集中し、世界のエネルギー産業の中心

である北米ヒューストンにも、エンジニアリング拠点を設立し積極的な



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（5）／ 2006/05/24 11:34（2006/05/24 11:33）／ 2k_05288543_01_os2横河電機様_招集_株主各位_P.doc 

5

受注活動を開始するなど、各地域での体制強化を進めております。 

 素材産業を中心としたリプレースや効率化を目的とした生産設備への

投資、また生産設備増強への投資が本格的に動き出している国内市場に

おいては、プロジェクト一つひとつの利益管理体制を強化するなど、ビ

ジネスの収益基盤の磐石化を図るとともに、積極的な受注活動を展開し

てまいりました。国内の制御市場については、1980年代から90年代にか

けて建設されたプラントの更新が、今後本格的に進むことが予想されま

す。引き続き、お客様の視点でお客様の課題を解決するコンサルティン

グを含めた総合的なソリューション提案により、高付加価値ビジネスへ

事業範囲を広げ、さらなる受注の拡大を図ってまいります。 

 当社は､今後も受注拡大のための基盤強化を図り､グローバルＮｏ.１

企業になることを目標にしています。 

 

計測機器事業 

 計測機器事業においては、半導体テスタビジネスで、液晶駆動用ＩＣ

向けテスタが、市場の堅調な推移を背景に前年に比べ受注、売上を伸ば

しましたが、当初計画の達成には至りませんでした。また、主力のメモ

リテスタにつきましても、主要顧客の投資動向の影響で受注、売上が伸

び悩んだことから、半導体テスタビジネス全体として厳しい状況で推移

いたしました。 

 一方、メモリテスタ「MT6121」など新製品の発売による製品競争力の

強化、また、半導体の設計から試作に至るプロセスでの仮想テスト環境

の提供による開発効率の改善、量産工程でのテスト効率の向上、サービ

スに至るまで、半導体テストプロセス全体に対するソリューション提案

力の強化に取り組んでまいりました。今後も市場ニーズに基づいた新製

品のタイムリーな市場投入とソリューション提案力の強化により、新規

顧客の開拓を積極的に進めてまいります。 

 通信・測定器ビジネスでは、顧客ニーズを製品開発に直結させるべく、

営業体制と開発体制を強化してまいりました。主要市場である光通信関

連の市況に緩やかな回復の兆しが感じられ、当社の受注、売上も増加傾

向にあります。今後も、ターゲット市場に対する製品開発力を強化し、

受注の拡大に取り組んでまいります。 

 次世代通信ネットワーク実現のキーテクノロジーである40Gbps光通信

モジュール、光パケットネットワークを中心とするフォトニクスビジネ

スについては、事業化が着実に進展しており、社会インフラを支える技
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術として、今後、飛躍的に拡大することが見込まれます。当社は、フォ

トニクスビジネスに関して、継続した技術開発を行い、安定した製品の

提供を行うために、平成17年12月に、神奈川県相模原市で、開発機能と

生産機能を備えた新事業所の建設に着手しました。本年11月末に完成し、

本格的な製品供給を開始する予定です。本年４月からは、フォトニクス

事業部として組織を見直し、事業としての責任を明確にして、売上の拡

大に取り組んでおります。 

 また、薄型テレビなどフラットパネルディスプレイの本格普及を視野

に入れた新製品として、第８世代（2,160㎜×2,400㎜）のマザーガラス

にまで対応でき、搬送ロボット機能を備えた大型超精密ＸＹステージ

「タンデムスルーステージ」を開発いたしました。市場が求める品質、

納期、コストを実現する画期的な新製品で、第８世代の市場拡大に伴う

設備更新を捉えて、今後、積極的な販売活動を展開してまいります。 

 

情報サービス事業 

 情報サービス事業においては、当社が強みを発揮できる制御ビジネス

に関連した領域にリソースを集中してビジネスを展開いたしました。本

年度より情報サービス事業を制御事業に統合いたします。今後は、同事

業とのシナジー効果による成長を目指してまいります。 

 

航機その他事業 

 航機その他事業においては、欧州エアバス社向けフラットパネルディ

スプレイを中心に、民需ビジネスの拡大に努めると同時に、診療報酬の

適用対象となりました脳磁計ビジネスに注力し、受注の拡大に努めてま

いりました。脳磁計をはじめ、生きた細胞のモニタリングに 適な共焦

点顕微鏡、さらに創薬支援装置など、ライフサイエンスに関するビジネ

スについては、平成17年10月にライフサイエンス事業部として集結し、

本年１月から操業を開始した金沢事業所を活動の拠点として、新たなス

タートを切っております。 
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２．企業集団の対処すべき課題 

 

 当社グループは、顧客の経営効率の革新に貢献するために、ソリュー

ション提案力をさらに強化してまいります。顧客の課題を発掘し、その

課題への解決策を提供し、顧客の付加価値を創造することで顧客から評

価をいただくというビジネスモデルをグローバルに確立し、真のサービ

スカンパニーになることにより、収益性を向上させ、｢高付加価値＆高

収益企業」を目指してまいります。 

 制御事業では、平成22年にグローバルＮｏ.１企業になることを目標

に、積極的なビジネス展開を図ってまいります。当社の競争力が強い地

域、市場の伸びが大きい地域ではシェアＮｏ.１の地位を磐石化し、市

場の伸びが期待されない地域でもリプレース需要の獲得によりシェアを

拡大してまいります。 

 リプレース需要が期待される国内制御市場では、これまで培った顧客

の課題を解決する総合的なソリューション提案力と製品の信頼性を活か

し、シェア拡大を進めてまいります。これに加え、情報サービス事業を

制御事業に統合することにより、ＭＥＳ、ＥＲＰ等の新しいサービスを

提供し、ビジネス領域の拡大によるシェア拡大を図ってまいります。 

 海外市場においては、当社の制御事業に対する取り組み姿勢を示す

マーケティングキャンペーン“Vigilance”の効果により、これまで実

績のなかったお客様への参入が実現するなど、海外市場での認知度・信

頼度が大きく向上しております。この機会を捉え、積極的に海外市場へ

の参入を図ってまいります。そのためにシンガポール・デベロップメン

トセンターでのソフトウェアパッケージの開発事業を拡大すると同時に、

海外での開発力を強化いたします。これと同時に、海外への生産移管や

海外の優秀なリソースを効率的に活用したエンジニアリング体制の強化

による原価低減、それぞれの地域のお客様のニーズを満たす海外開発体

制の強化でシェアの飛躍的拡大を図ってまいります。 

 成長著しい中国市場では、平成17年10月に中国での合弁会社を含めた

全ての販売機能を統括する横河電機（中国）商貿有限公司を上海に設立

いたしました。今後、積極的にリソースを投入し、平成22年には中国の

制御・計測機器市場でシェア30％以上、売上高1,200億円を目標にビジ

ネスの拡大に取り組んでまいります。 

 計測機器事業では、半導体市場や通信・測定器市場向けに、競争力の

ある製品を戦略的に投入してビジネスを拡大してまいります。半導体テ
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スタビジネスは、デジタル家電や携帯電話等に搭載されるシステムＬＳ

Ｉや液晶駆動用ＩＣ向けテスタ、メモリＩＣ向けテスタなど、開発テー

マを絞り込み、製品開発力を強化して、顧客のテストニーズにマッチし

た製品戦略を展開し、事業の拡大を図ってまいります。顧客の視点に立

ち、半導体の設計環境からサービスに至るまで、半導体テストプロセス

全体に対するソリューション提案力を強化し、さらに海外でのビジネス

体制の強化にも取り組んでまいります。通信・測定器ビジネスは、自動

車の電子化などで急速に成長するメカトロニクス／エネルギー市場、デ

ジタル家電などの広がりにより拡大するエレクトロニクス／半導体市場、

次世代光通信網の本格化に伴い拡大する通信／ネットワーク市場など、

重点分野を定めて開発リソースを集中し、 先端の計測技術と半導体技

術をもとに製品開発を加速して、事業の拡大を図ってまいります。 

 フォトニクスビジネスでは、次世代光通信用モジュールや光通信用サ

ブシステムのビジネス化により、基幹系光通信市場での売上拡大および

次世代コンピュータへの応用など急激な需要拡大が見込まれる光パケッ

トネットワークビジネスでの売上拡大に取り組んでまいります。 

 アドバンスト・ステージビジネスでは、精密位置決め技術、高機能・

高性能コントローラ技術、画像の品質を判断するアルゴリズム技術の三

つのコア技術に開発投資を集中し、世界Ｎｏ.１の技術水準を維持する

ことで、液晶パネル製造、半導体製造市場でのシェア拡大に取り組んで

まいります。また、ライフサイエンスビジネスでは、 先端の計測技術

により、脳の機能を測定する脳磁計ビジネスや創薬分野などのライフサ

イエンス分野にもリソースを投入し積極的に市場開拓に取り組み、事業

の立ち上げを図ってまいります。また、航空機向け事業では、従来の官

公庁向けビジネスに加え、民需への対応を積極的に推進し事業拡大を

図ってまいります。 

 今後も引き続き既存事業の強化と新規市場の開拓による売上の拡大を

図ると同時に、原価低減を強力に推進し、利益の拡大を図り、株主の皆

様のご期待にお応えしていく所存です。 

 



 

－  － 
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３．企業集団の資金調達の状況 
 

 当連結会計年度は、社債または新株発行による資金調達は行っており

ません。 

 なお、平成15年11月４日に発行しました総額300億円のユーロ円建転

換社債型新株予約権付社債につきまして、財務体質の強化を図るため、

平成18年３月２日を償還日として繰上償還権を行使いたしました。この

結果、当期中に297億円の新株予約権が行使され株式に転換されました。

また、未転換残高２億円全額の繰上償還を行いました。 

 

４．企業集団の設備投資の状況 
 

 当連結会計年度において、主として、新規ビジネスに係る投資および

省力化・合理化、製品の信頼性向上に向けた投資を実施し、当社グルー

プの設備投資の総額は295億円となりました。なお、当社における金沢

事業所建設および相模原事業所建設に係る投資等を含んでおります。 

 

５．企業集団ならびに当社の営業成績および財産の状況の推移 

(1) 企業集団の営業成績および財産の状況の推移 

 （単位：百万円）

区 分 
平成14年度
第127期 

平成15年度
第128期 

平成16年度
第129期 

平成17年度 
第130期(当期) 

受 注 高 360,838 390,465 375,522 400,507 

売 上 高 328,766 371,943 387,053 388,877 

経 常 利 益 △  1,233 15,339 22,401 26,402 

当 期 純 利 益 △  26,232 24,300 9,372 21,559 

１株当たり当期純利益 △108円39銭 99円84銭 38円43銭 87円45銭 

総 資 産 364,730 397,415 400,268 417,805 

純 資 産 131,784 160,346 168,751 224,566 

 （注）第127期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を

適用し、１株当たり当期純利益を算出しております。 

 



 

－  － 
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(2) 当社の営業成績および財産の状況の推移 

 （単位：百万円）

区 分 
平成14年度
第127期 

平成15年度
第128期 

平成16年度
第129期 

平成17年度 
第130期(当期) 

受 注 高 192,762 234,994 235,407 231,397 

売 上 高 181,835 220,273 249,778 235,581 

経 常 利 益 △  1,765 8,576 15,896 20,997 

当 期 純 利 益 △ 18,084 682 10,515 13,804 

１株当たり当期純利益 △74円52銭 ２円80銭 43円23銭 55円99銭 

総 資 産 310,868 318,402 328,203 333,095 

純 資 産 148,456 153,125 162,744 209,317 

 （注）１．第127期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）およ

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用し、１株当たり当期純利益を算出しております。 

２．第128期より、旧「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成15年９月22日法務省令第68

号）による改正後の旧商法施行規則に基づいて計算書類を作成しており、従来の「当期利

益」、「１株当たり当期利益」は「当期純利益」、「１株当たり当期純利益」と表示してお

ります。 

３．第128期より、「純資産」の区分を表示しております。 

４．第129期より、「経常利益」の区分を表示しております。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．会社の概況（平成18年３月31日現在） 

 

１．企業集団の主要な事業内容 

統合生産制御システム、プログラマブルコントローラ、記録計、流量計、差

圧・圧力伝送器、分析機器、医療向け情報システム、デジタルオシロスコー

プ、ＬＳＩテストシステム、ＩＣハンドラ、任意波形発生器、オシログラ

フィックレコーダ、時間・周波数測定器、電力・温度・圧力・光測定器、プ

ロトコルアナライザ、通信用測定器、共焦点スキャナ、再生中継型ＧＦ用信

号処理部商用機、放送情報システム、エンジン計器および制御機器、飛行航

法・制御機器、航空機器総合試験装置、フラットパネルディスプレイシステ

ム、脳磁計、ＸＹステージ、光通信関連機器 他 

 

２．企業集団の主要な営業所および工場 
① 当 社 

本 社：東京都武蔵野市 

事業所：金沢事業所（石川県金沢市） 

営業所：本社営業（東京都武蔵野市）、中部支社（名古屋市）、 

関西支社（大阪府吹田市）、中国支社（広島市）、 

九州支社（福岡市） 

工 場：本社工場（東京都武蔵野市） 

② 子法人等 

横河マニュファクチャリング株式会社 

小峰工場（東京都あきる野市） 

甲府工場（山梨県甲府市） 

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 

横河電機（蘇州）有限公司（中国） 

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 

Yokogawa Corporation of America（米国） 

Yokogawa Europe B.V.（オランダ） 

 

３．株式の状況 
(1) 会社が発行する株式の総数 483,735千株 

(2) 発行済株式の総数 268,624千株 
 （注）平成15年11月４日に発行しました総額300億円のユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の

新株予約権の行使により、発行済株式数は14,656千株増加しております。 

(3) １単元の株式数 100株 

(4) 株主数 22,804名 



 

－  － 
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４．大株主の状況 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 出資比率 持 株 数 出資比率 

千株 ％ 千株 ％ 
日本マスタートラスト信託 
銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 

38,514 14.3 ― ― 

第一生命保険相互会社 22,697 8.4 ― ― 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

18,754 7.0   

日本生命保険相互会社 13,284 4.9 ― ― 

野村信託銀行株式会社(信託口) 6,785 2.5 ― ― 

み ず ほ 信 託 退 職 給 付 信 託 
み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 口 
再信託受託者資産管理サービス信託 

6,643 2.5 ― ― 

ス テ ー ト  ス ト リ ー ト  バ ン ク 
アンド トラスト カンパニー505103 

4,843 1.8 ― ― 

東京海上日動火災保険株式会社 4,694 1.7 0 0 

みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口 再信託受託者 
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 

4,617 1.7 ― ― 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,896 1.1 0 0 

 （注）当社は自己株式を5,721千株保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主の状況よ

り除外しております。 

 

５．自己株式の取得、処分等および保有の状況 
(1) 取得した株式 

普通株式 16,102株 

取得価額の総額 28,518,075円 

(2) 処分した株式 

普通株式 5,036,584株 

処分価額の総額 3,834,479,202円 
 （注）ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使に伴う代用自己株式の処分として、

普通株式5,000,000株、処分価額の総額3,806,650,508円が含まれています。 

(3) 失効手続をした株式 

普通株式 該当ありません。 

(4) 決算期末において保有する株式 

普通株式 5,721,553株 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（13）／ 2006/05/24 11:34（2006/05/24 11:33）／ 2k_05288543_01_os2横河電機様_招集_株主各位_P.doc 

13

６．企業集団の従業員の状況 

当期末従業員数 17,858人 
 （注）従業員数は就業人員を記載しております。 

 

７．企業結合の状況 

(1) 重要な子法人等の状況 

会 社 名 資 本 金 
当 社 の
出資比率

主な事業内容 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
ｏｆ Ａｍｅｒｉｃａ

1千米ドル 100.0％
計測・制御情報機器の製造､ 
販売、エンジニアリング 

Ｙｏｋｏｇａｗａ 
Ｅｕｒｏｐｅ Ｂ．Ｖ．

17,725千ユーロ 100.0 
計測・制御情報機器の製造､ 
販売、エンジニアリング 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｅｌｅｃｔｒｉｃ 
Ａｓｉａ Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

31,020千 
シンガポールドル

100.0 制御情報機器の製造 

横河電子機器株式会社 300百万円 78.7 
防衛電子機器・食器
洗浄機の製造、販売 

横 河 商 事 株 式 会 社 90百万円 50.0 
計測・制御情報機器および電算機
等の販売、保険代理業 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ 
Ａｓｉａ Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

29,000千 
シンガポールドル

100.0 
計測・制御情報機器の 
販売、エンジニアリング 

横河電機(蘇州)有限公司 4,000百万円 100.0 
計測・制御情報機器
の製造、販売 

横河電機(中国)商貿有限公司 6,050千米ドル 100.0 
計測・制御情報機器の 
販売、エンジニアリング 

横河マニュファクチャリング株式会社 5,010百万円 100.0 
計測・制御情報機器
の製造 

 

(2) 企業結合の経過 

 財務体質の強化を目的として、平成17年９月28日に横河電機

（蘇州）有限公司に対し14億円の増資引受けを行いました。 

 中国における販売機能を統括する目的で、平成17年10月27日に、

横河電機（中国）商貿有限公司を設立しました。 

 生産機能の効率性向上を目的として、平成17年11月１日に、 

横河エレクトロニクス・マニファクチャリング株式会社の生産・

修理校正機能および横河トレーディング株式会社の購買・外販機

能等を、横河マニュファクチャリング株式会社に統合しました。 



 

－  － 
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(3) 企業結合の成果 

 連結子法人等は前連結会計年度に比し３社増加、３社減少し、

上記の重要な子法人等９社を含む80社であり、持分法適用会社数

については前連結会計年度に比し２社減少し、14社であります。 

 当連結会計年度の売上高は前連結会計年度の3,870億円に比し

0.5％増の3,888億円となり、当期純利益は前連結会計年度の93億

円に比し、130.0％増の215億円となりました。 

 

(4) その他の重要な企業結合の状況 

 該当事項はありません。 

 

８．主要な借入先の状況 

借入先が所有する当社の株式 
借 入 先 借入金残高 

持株数 出資比率 

百万円 千株 ％ 
第一生命保険相互会社 4,000 22,697 8.4 

明治安田生命保険相互会社 3,000 1,741 0.6 

日 本 政 策 投 資 銀 行 2,720 ― ― 

 （注）１．当社は、当社および当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、 

株式会社みずほコーポレート銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行および株式会社三井住

友銀行と、借入極度額合計を200億円とする短期のコミットメントライン契約（平成17

年12月21日契約）を締結しております。また、株式会社みずほコーポレート銀行を主幹

事とする金融機関13行と、借入極度額合計を200億円とする期間４年間の長期のコミッ

トメントライン契約（平成17年３月28日契約）を締結しております。なお、期末日現在

の借入残高はいずれもありません。 

２．当社は、株式会社みずほコーポレート銀行を幹事とする14行の協調融資によるシンジ

ケートローン契約を締結し、総額100億円を借り入れております。 

 



 

－  － 
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９．取締役および監査役の状況 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

代表取締役社長 内 田  勲  

取 締 役 永 島  晃 技術開発本部長 

取 締 役 勝 部 泰 弘 原価企画本部長 

取 締 役 八 木 和 則 経営管理本部長 

取 締 役 木 村 和 彦 ソリューション事業部長 

取 締 役 三奈木 輝 良 海外事業部長 

取 締 役 藤 井  隆 ＡＴＥ事業部長 

取 締 役 内 藤 正 久 財団法人日本エネルギー経済研究所 理事長 

常 勤 監 査 役 溝 口 文 雄  

常 勤 監 査 役 内 海 岱 基  

監 査 役 櫻 井 孝 頴 第一生命保険相互会社 相談役 

監 査 役 橋 本  徹 ドイツ証券株式会社 取締役会長 

監 査 役 引 馬  滋 有限責任中間法人 ＣＲＤ協会 代表理事 

（注）１．取締役のうち内藤正久氏は、旧商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役でありま

す。 

２．監査役のうち櫻井孝頴氏、橋本 徹氏および引馬 滋氏は、旧「株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

３．高橋征次氏は、平成17年６月24日開催の第129回定時株主総会終結の時をもって、取締役

を退任いたしました。 

４．藤井隆氏は、平成17年６月24日開催の第129回定時株主総会において新たに選任された取

締役であります。 

５．勝部泰弘氏は、平成18年３月31日付で取締役を退任し、平成18年４月１日付にて国際

チャート株式会社 執行役員社長に就任いたしました。 

 



 

－  － 
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10．取締役および監査役に支払った報酬その他の職務遂行の対価

である財産上の利益の額 

区 分 支 給 人 員
株主総会決議
に基づく報酬

摘 要 

取 締 役 ９名 597百万円
第128回定時株主総会（平成16年６月25日）の 
決議による取締役の報酬限度額750百万円 

監 査 役 ５名 104百万円
第128回定時株主総会（平成16年６月25日）の 
決議による監査役の報酬限度額150百万円 

計 14名 701百万円  

 （注）１．支給人員には当営業年度中に退任した取締役１名を含みます。 

２．上記の支給のほか次のとおりの支給があります。 

使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額（賞与を含む） 183百万円 

 

11．会計監査人に対する報酬等の額 

(1) 当社および当社の子法人等が会計監査人に支払うべ
き報酬等の合計額 

124百万円 

(2) 上記(1)の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法
律第103号）第２条第１項の業務（財務書類の監査又
は証明）の対価として当社および当社の子法人等が
会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

124百万円 

(3) 上記(2)の合計額のうち、当社が会計監査人に支払う
べき会計監査人としての報酬等の額 

51百万円 

 （注）当社と会計監査人の監査契約において、旧商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監

査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、(3)の金額はこれら

の合計額を記載しております。 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成18年３月31日現在） （単位：百万円）

 科   目 金 額 科   目 金 額 
資 産 の 部 負 債 の 部  

流 動 負 債  

支 払 手 形 2,035 

買 掛 金 22,786 

短 期 借 入 金 3,654 

一年内に返済予定の長期借入金 3,236 

コマーシャルペーパー 5,000 

未 払 金 9,248 

未 払 費 用 8,529 

未 払 法 人 税 等 413 

前 受 金 819 

預 り 金 531 

賞 与 引 当 金 8,486 

そ の 他 37 

流 動 負 債 合 計 64,778 

固 定 負 債  

社 債 20,000 

長 期 借 入 金 22,584 

長 期 未 払 金 15,318 

そ の 他 1,097 

固 定 負 債 合 計 58,999 

負 債 合 計 123,777 

資 本 の 部  

資 本 金 43,401 

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 46,350 

そ の 他 資 本 剰 余 金  

自己株式処分差益 3,810 

その他資本剰余金合計 3,810 

資 本 剰 余 金 合 計 50,161 

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 5,372 

任 意 積 立 金  

退 職 積 立 金 1,255 

配 当 準 備 積 立 金 1,235 

特 別 償 却 準 備 金 41 

固定資産圧縮積立金 1,781 

別 途 積 立 金 11,783 

任 意 積 立 金 合 計 16,096 

当 期 未 処 分 利 益 84,046 

利 益 剰 余 金 合 計 105,515 

その他有価証券評価差額金 14,601 

自 己 株 式 △  4,361 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
製 品 
半 製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
短 期 貸 付 金 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

有 形 固 定 資 産 合 計 
無 形 固 定 資 産 

営 業 権 
特 許 権 
借 地 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 

無 形 固 定 資 産 合 計 
投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
従業員長期貸付金 
関係会社長期貸付金 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
差 入 敷 金 保 証 金 
長 期 金 融 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

投資その他の資産合計 
固 定 資 産 合 計 

 

19,794
1,911
85,735

286
3,189
2,774

11
5,075

399
1,568

499
9,236
31,553
11,883

459
△ 12,194

162,183

25,852
1,535
1,124

7
7,400
11,817
2,942
50,679

82
104
577

9,502
867

11,135

48,930
28,585

161
11,679

20
1,608

423
11,559
1,500
2,967
1,901

△   243
109,095
170,911

資 本 合 計 209,317 

資 産 合 計 333,095 負債及び資本合計 333,095 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

    （単位：百万円）
 科 目 金 額 

売 上 高   
製 品 売 上 高  235,581 

売 上 原 価   
期 首 製 品 た な 卸 高 4,637  
当 期 製 品 製 造 原 価 161,837  
他 勘 定 か ら 振 替 高 1,027  
合 計 167,502  
他 勘 定 へ 振 替 高 3,081  
期 末 製 品 た な 卸 高 3,189 161,231 
売 上 総 利 益  74,350 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  64,179 
営 業 利 益  10,170 

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 97  
有 価 証 券 利 息 7  
受 取 配 当 金 11,357  
諸 施 設 賃 貸 料 1,569  
雑 益 1,473 14,505 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 209  
社 債 利 息 159  
寄 付 金 190  
た な 卸 資 産 処 分 損 324  
た な 卸 資 産 評 価 損 145  
諸 施 設 賃 貸 費 用 1,102  
外 国 源 泉 税 461  
雑 損 1,085 3,678 
経 常 利 益  20,997 

特 別 利 益   
固 定 資 産 売 却 益 11  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,964  
関 係 会 社 株 式 売 却 益 11,345  
そ の 他 516 14,838 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 571  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 14  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 9,373  
関 係 会 社 事 業 再 編 損 失 2,603  
減 損 損 失 1,849  
生産移管に伴う品質対策費用 631  
そ の 他 243 15,287 
税 引 前 当 期 純 利 益  20,548 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 52  
法 人 税 等 調 整 額 6,691 6,744 
当 期 純 利 益  13,804 
前 期 繰 越 利 益  72,675 
中 間 配 当 額  2,432 
当 期 未 処 分 利 益  84,046 



 

－  － 
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Ⅰ．重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっています。 

② 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっています。 

③ その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しています。） 

時価のないもの：移動平均法による原価法によっています。 

(2) デリバティブ 

時価法によっています。 

(3) たな卸資産 

① 半製品、原材料：総平均法による原価法によっています。 

② 製品、仕掛品 ：個別法による原価法によっています。 

③ 貯蔵品    ： 終仕入原価法による原価法によっています。 

但し、一部について、新製品開発、機種改良により、旧型化したもの等につき時

価を基準として評価替えを行っています。 

なお、これらの評価減額は、売上原価及び営業外費用に計上しています。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産：定率法によっています。 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物：３年～50年  機械及び装置：４年～７年 

(2) 無形固定資産：定額法によっています。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年間）に基づく定額法を採用しています。 

(3) 長期前払費用：均等償却によっています。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担分を計上していま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 



 

－  － 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及び通貨スワップについては振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建の貸付金及び予定取引の為替変動リスクをヘッジするために為替予約又は通

貨スワップを、借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップを利用

しています。 

(3) ヘッジ方針 

主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利用

することを基本方針としています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっています。 

(2) 旧商法施行規則第200条の規定に基づき、一部財務諸表等規則の定めるところに

よっております。 

(3) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当営業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しています。 

これにより営業利益が８百万円、経常利益が20百万円増加し、税引前当期純利益が

1,829百万円減少しています。なお、減損損失累計額については、各資産の金額から

直接控除しています。 

 

Ⅲ．表示方法の変更 

（貸借対照表） 

「投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資」（当営業年度末は185百万

円）は、前営業年度末は投資その他の資産の「その他」に含めて表示していましたが、

「金融商品会計に関する実務指針」が改正されたことにより、当営業年度から「投資

有価証券」に含めて表示しています。なお、前営業年度末において投資その他の資産

に計上されていた「投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資」は147百



 

－  － 
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万円です。 

（損益計算書） 

「外国源泉税」は、営業外費用総額の100分の10を超えたため、当営業年度より区分

掲記することとしました。なお、前営業年度は営業外費用の「その他」に275百万円

含まれています。 

 

Ⅳ．貸借対照表の注記 

１．関係会社に対する短期金銭債権 60,377百万円 

２．関係会社に対する長期金銭債権 1,608百万円 

３．関係会社に対する短期金銭債務 22,957百万円 

４．関係会社に対する長期金銭債務 876百万円 

５．保証債務 16,486百万円 

（うち債務保証     420百万円） 

（うち保証予約    13,232百万円） 

（その他（注）    2,832百万円） 

（注）当社は、顧客のリース債務について、顧客のリース債務不履行時にその債務を

保証することを要求されております。平成18年３月31日現在において、それら

の 高支払額は、2,832百万円です。 

６．有形固定資産の減価償却累計額 63,019百万円 

７．貸借対照表上に計上した固定資産のほか、営業用自動車、診療所用医療器具、その他

事務用機器の一部についてリース契約により使用しております。 

８．売上債権遡求義務 

売掛金及び受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しております。 

その内、当社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、売掛金2,150百万円および受取手形

1,463百万円であります。 

９．その他有価証券の時価評価により、純資産額が14,601百万円増加しております。なお、

当該金額は旧商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に充当することが制限

されております。 

10．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,000百万円 

 借入実行残高 ―百万円 

 差引額 40,000百万円 

当社は、当社および当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため

取引銀行３行と短期のコミットメントライン契約を締結しています。また、金融機

関13行と期間４年間の長期のコミットメントライン契約を締結しております。 

 

Ⅴ．損益計算書の注記 

１．関係会社との取引高   関係会社との取引高は下記のとおりです。 

売上高 53,089百万円 

仕入高 126,000百万円 

営業取引以外の取引高 16,883百万円 

２．１株当たりの当期純利益 55円99銭 



 

－  － 
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利 益 処 分 案 
 

 （単位：円） 

科 目 金 額 

（当 期 未 処 分 利 益 の 処 分）   

当 期 未 処 分 利 益  84,046,820,748 

任 意 積 立 金 取 崩 額   

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 71,791,348  

特 別 償 却 準 備 金 24,597,384 96,388,732 

合    計  84,143,209,480 

これを次のとおり処分します。   

利 益 処 分 額   

利 益 配 当 金  1,314,514,785 

（１株につき ５円）   

次 期 繰 越 利 益  82,828,694,695 

（そ の 他 資 本 剰 余 金 の 処 分）   

そ の 他 資 本 剰 余 金  3,810,928,318 

その他資本剰余金次期繰越高  3,810,928,318 

 （注）平成17年12月２日に、2,432,399,590円（１株につき10円）の中間配当を実施しました。 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成18年５月８日  

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 齊藤浩司

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 篠原 真

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 矢嶋泰久

  

 

  
 当監査法人は、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２
条第１項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３
月31日までの第130期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書
（会計に関する部分に限る。）について監査を行った。なお、営業報告書及び附
属明細書について監査の対象とした会計に関する部分は、営業報告書及び附属明
細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この
計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、
試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書
の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明
のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が
必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 
(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状
況を正しく示しているものと認める。 

(2) 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当営業年度より「固
定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」を適用しているが、この変更は、同会計基準及び同適用指針が当営業年度
より適用されることになったことに伴うものであり、相当と認める。 

(3) 営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状
況を正しく示しているものと認める。 

(4) 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 
(5) 附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、旧商法の規定により指

摘すべき事項はない。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以  上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

 監 査 報 告 書  

  
 当監査役会は、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第130期営
業年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報
告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。 
１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査
方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取
締役、内部監査部門等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類
等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
し、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求めました。 
 また、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書に
つき検討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償
の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得
及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等
に対し報告を求め、詳細に調査いたしました。 

２．監査の結果 
(1) 会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 
(2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。 
(3) 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘

すべき事項は認められません。 
(4) 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項

は認められません。 
(5) 取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行

為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が
行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに
自己株式の取得及び処分等についても取締役の義務違反は認められま
せん。 

 

 平成18年５月９日  
 横河電機株式会社 監 査 役 会  

 

常勤監査役 溝 口 文 雄 
常勤監査役 内 海 岱 基 
監 査 役 櫻 井 孝 頴 
監 査 役 橋 本  徹 
監 査 役 引 馬  滋 

  

 

 
（注）監査役・櫻井孝頴、監査役・橋本 徹及び監査役・引馬 滋は、旧「株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 
 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表  

 
 （平成18年３月31日現在） （単位：百万円）

  科   目 金 額 科   目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部  

流 動 負 債  

支払手形及び買掛金 40,587 

短 期 借 入 金 12,150 

未 払 法 人 税 等 3,322 

賞 与 引 当 金 13,162 

そ の 他 45,476 

流 動 負 債 合 計 114,699 

固 定 負 債  

社 債 20,000 

長 期 借 入 金 24,176 

繰 延 税 金 負 債 325 

退 職 給 付 引 当 金 7,314 

役員退職慰労引当金 305 

長 期 未 払 金 20,166 

そ の 他 1,292 

固 定 負 債 合 計 73,580 

負 債 合 計 188,279 

少 数 株 主 持 分 4,959 

資 本 の 部  

資 本 金 43,401 

資 本 剰 余 金 50,348 

利 益 剰 余 金 123,310 

その他有価証券評価差額金 14,863 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,978 

自 己 株 式 △4,378 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

有 形 固 定 資 産 合 計 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 合 計 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投資その他の資産合計 

固 定 資 産 合 計 
 

42,194

129,001

287

44,962

11,420

13,457

△  1,443

239,881

44,593

10,185

11,716

19,572

3,675

89,743

12,089

12,089

54,706

153

13,087

8,902

△   758

76,091

177,924
資 本 合 計 224,566 

資 産 合 計 417,805 負債、少数株主持分及び資本合計 417,805 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

    （単位：百万円）
 科 目 金 額 

売 上 高  388,877 

売 上 原 価  245,917 

売 上 総 利 益  142,959 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  117,639 

営 業 利 益  25,320 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 403  

受 取 配 当 金 1,358  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,655  

為 替 差 益 1,643  

雑 益 1,385 6,446 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 768  

た な 卸 資 産 処 分 損 812  

た な 卸 資 産 評 価 損 1,278  

雑 損 2,505 5,364 

経 常 利 益  26,402 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 203  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 13,528  

そ の 他 674 14,407 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 10  

固 定 資 産 除 却 損 979  

減 損 損 失 3,025  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 105  

事 業 再 編 損 失 1,786  

退職給付制度変更による損失 293  

そ の 他 1,717 7,919 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  32,889 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  4,350 

法 人 税 等 還 付 金  35 

法 人 税 等 調 整 額  6,545 

少 数 株 主 利 益 （控 除）  469 

当 期 純 利 益  21,559 



 

－  － 
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Ⅰ．連結の範囲の注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子法人等 80社 

主要な連結子法人等の名称は、「営業報告書 Ⅱ．会社の概況 ７．企業結合の状

況」に記載しているため省略しております。 

新規設立に伴う増加 ２社 

Yokogawa Electric International Pte.Ltd.（シンガポール） 

横河電機（中国）商貿有限公司（中国） 

非連結子会社からの移行による増加 １社 

横河マニュファクチャリング株式会社 

会社清算による減少 ３社 

横河マネジメントサービス株式会社 

Rota Yokogawa France S.A.R.L.（フランス） 

Yokogawa Trading H.K. Limited（香港） 

(2) 非連結子法人等 

主要会社名 

盛岡特機株式会社、横河エイ・アイ・エム株式会社 

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 非連結子法人等 ５社 

主要会社名 

盛岡特機株式会社、横河エイ・アイ・エム株式会社 

株式取得に伴う関連会社からの移行による増加 １社 

株式会社オメガシミュレーション 

(2) 関連会社 ９社 

主要会社名 

横河レンタ・リース株式会社、横河東亜工業株式会社 

株式売却による減少 ２社 

株式会社トヨタマックス 

横河アナリティカルシステムズ株式会社 

株式取得に伴う非連結子法人等への移行による減少 １社 

株式会社オメガシミュレーション 

(3) 持分法非適用の非連結子法人等及び関連会社 

主要会社名 

国際プリンティング有限会社、横河シカデン株式会社 

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除いて

おります。 

(4) 持分法適用非連結子法人等、持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用しています。 



 

－  － 
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３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

連結子法人等のうち横河電機（蘇州）有限公司他12社の決算日は12月31日であるた

め、平成17年12月31日現在の計算書類を、Yokogawa USA, Inc.他45社の決算日は２

月28日であるため、平成18年２月28日現在の計算書類を、それぞれ使用しています。 

ただし、当該決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っています。 

 

Ⅱ．重要な会計方針 

１．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっています。 

その他有価証券 

時価のあるもの：連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

主として平均法により算定しています。） 

時価のないもの：主として平均法による原価法によっています。 

② デリバティブ 

時価法によっています。 

③ たな卸資産 

製品・仕掛品については主として個別法による原価法によっており、その他につ

いては主として平均法による原価法によっています。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によっています。ただし、当社及び国内連結子法人等については、

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について、定額法

によっています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物 ３～50年  機械装置及び運搬具 ４～10年 

② 無形固定資産 

定額法によっています。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、主として翌連結会計年度支給見込額の当連結

会計年度負担分を計上しています。 



 

－  － 
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③ 退職給付引当金 

主要な連結子法人等では、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として10年）による按分額を処理しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（主として10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理しています。 

④ 役員退職慰労引当金 

主要な連結子法人等では、役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しています。 

なお、在外子法人等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘定に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

主として、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっています。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及び通貨スワップにつ

いては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

主として外貨建の貸付金及び予定取引の為替変動リスクをヘッジするために為替

予約又は通貨スワップを、借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利ス

ワップを利用しています。 

③ ヘッジ方針 

主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利

用することを基本方針としています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。 

(7) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっています。 

② 在外連結子法人等の会計処理基準 

在外連結子法人等では、一部当該国の会計原則に従った処理を行っています。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（30）／ 2006/05/24 11:34（2006/05/24 11:33）／ 2k_05288543_03_os2横河電機様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

30

③ 旧商法施行規則第200条の規定に基づき、一部連結財務諸表等規則の定めるとこ

ろによっております。 

④ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 

３．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定については、５年間の均等償却を行っています。ただし、少額のもの

については一括償却をしています。 

 

Ⅲ．重要な会計方針の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しています。 

これにより営業利益が34百万円、経常利益が46百万円増加し、税金等調整前当期純利

益が2,979百万円減少しています。なお、減損損失累計額については、各資産の金額

から直接控除しています。 

 

Ⅳ．表示方法の変更 

（連結貸借対照表） 

「投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資」（当連結会計年度末は185

百万円）は、前連結会計年度末は投資その他の資産の「その他」に含めて表示してい

ましたが、「金融商品会計に関する実務指針」が改正されたことにより、当連結会計

年度から「投資有価証券」に含めて表示しています。 

なお、前連結会計年度末において投資その他の資産に計上されていた「投資事業有限

責任組合及びこれに類する組合への出資」は147百万円です。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記していました「投資有価証券売却損」は、重要性の観点

から、当連結会計年度より特別損失の「その他」に含めて表示しています。 

なお、当連結会計年度に特別損失の「その他」に含めて表示している「投資有価証券

売却損」は０百万円です。 

 



 

－  － 
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Ⅴ．連結貸借対照表の注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 124,651百万円 

２．保証債務 

債務保証 204百万円 

保証予約 659百万円 

その他（注） 2,832百万円 

（注）当社は、顧客のリース債務について、顧客のリース債務不履行時にその債務を

保証することを要求されております。平成18年３月31日現在において、それら

の 高支払額は、2,832百万円です。 

３．担保資産および担保付債務 

(1) 担保資産 

現金および預金 12百万円 

建物および構築物 1,131百万円 

土地 90百万円 

投資有価証券 2百万円 

在外連結子法人等の事業用資産                  3,878百万円 

  計 5,115百万円 

(2) 担保付債務 

支払手形及び買掛金 21百万円 

短期借入金 557百万円 

長期借入金                            525百万円 

  計 1,105百万円 

４．売上債権の流動化 

受取手形および売掛金 18,468百万円 

 
受取手形および売掛金譲渡残高のうち当社および一 

部の連結子法人等に遡求義務の及ぶもの 
3,818百万円

５．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,000百万円

 借入実行残高 ―百万円

 差引額 40,000百万円

当社は、当社および当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため

取引銀行３行と短期のコミットメントライン契約を締結しています。また、金融機

関13行と期間４年間の長期のコミットメントライン契約を締結しております。 

 

Ⅵ．連結損益計算書の注記 

１株当たりの当期純利益 87円45銭 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成18年５月８日 

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 齊藤浩司

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 篠原 真

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 矢嶋泰久

  

 

  
 当監査法人は、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第19条の２第３項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成17年４月１日か
ら平成18年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表及び連結損益計算書について監査を行った。この連結計算書類の作
成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査
は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意
見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当
監査法人が必要と認めて実施した子会社又は連結子会社に対する監査手続を
含んでいる。 
(1) 監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従
い横河電機株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損
益の状態を正しく示しているものと認める。 

(2) 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度
より、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」を適用しているが、この変更は、同会計基準及び同適
用指針が当連結会計年度より適用されることになったことに伴うものであ
り、相当と認める。 

 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以  上

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本 

 連結計算書類に係る監査報告書  

  

 当監査役会は、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第130期営

業年度の連結計算書類（連結貸借対照表及び連結損益計算書）に関して各監

査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役の監査の方法の概要 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査

方針、監査計画等に従い、連結計算書類について取締役等及び会計監査人

から報告及び説明を受け、監査いたしました。 

２．監査の結果 

 会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

 

 平成18年５月９日  

 横河電機株式会社 監 査 役 会  

 

常勤監査役 溝 口 文 雄 

常勤監査役 内 海 岱 基 

監 査 役 櫻 井 孝 頴 

監 査 役 橋 本  徹 

監 査 役 引 馬  滋 
  

 

 
（注）監査役・櫻井孝頴、監査役・橋本 徹及び監査役・引馬 滋は、旧「株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 
 

以  上 



 

－  － 
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【参考】 

取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

その他株式会社の業務の適正を確保するための体制 

 

当社は、会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項及び同第３項に基づ

き、以下の概要を平成18年５月９日付取締役会にて決議しました。 

 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

企業倫理に関する規程を整備し、代表取締役社長がその精神を繰り返し伝えるととも

に、コンプライアンス推進部署が中心となって教育・研修等を通して、コンプライア

ンスに関する企業姿勢を浸透しています。また、内部通報制度を設置しています。 

コンプライアンスの徹底状況について、監査部署が内部監査を実施し、その状況を取

締役会及び監査役会に報告しています。 

取締役の職務執行に関する規程を整備し、社外取締役を含む各取締役は取締役会を構

成する取締役として、業務執行に関する監督責任を負う体制を整備しています。取締

役の職務執行に対して、社外監査役を含む監査役が監査役監査を実施する体制を整備

しています。 

 

② 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

意思決定に関する規程を整備し、取締役会における審議の充実と、取締役会以外への

権限委譲を行っています。 

取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、その浸透を図るとともに、目標達

成に向けて各組織に対して権限配分を行っています。取締役会は、達成状況の報告を

受け、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの活動を求め、目標達成に向けて

全社としての効率性を追求する仕組みを展開しています。また、経営情報のタイム

リーな把握と情報共有のための経営情報システムの整備・向上に努めています。 

 

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

情報の保存・管理に関する規程を整備し、保存すべき情報の明示、情報の取り扱い、

保存の方法と媒体、保存の期間、管理責任者を定めて対応しています。 

 

④ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

企業倫理に関する規程を整備し、代表取締役社長がその精神を繰り返し伝えるととも

に、コンプライアンス推進部署が中心となって教育・研修等を通して、コンプライア

ンスに関する企業姿勢を浸透しています。また、内部通報制度を設置しています。 

コンプライアンスの徹底状況について、監査部署が内部監査を実施し、その状況を取

締役会及び監査役会に報告しています。 

 

⑤ 損失の危機の管理に関する規程、その他の体制 

グループとしてマネジメントすべき規程を整備し、「品質」「環境」「輸出管理」な

どのカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体の対応を支援するとともに、重

要なリスク情報については、取締役会に報告する体制としています。 

グループ全体のリスク管理の対応状況に対して、監査部署が内部監査を実施し、その



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（35）／ 2006/05/24 11:34（2006/05/24 11:33）／ 2k_05288543_03_os2横河電機様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

35

状況を取締役会及び監査役会に報告しています。 

有事の際の情報伝達と緊急体制に関する規程を整備し、コンティンジェンシープラン

の策定等のクライシスマネジメントに関する対応を定めています。 

 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における適正業務を確保する

ための体制 

グループ共通の企業倫理に関する規程を整備し、コンプライアンス推進部署が中心と

なって教育・研修等を通して、コンプライアンスに関する企業姿勢を浸透させており

ます。また、グループとしての内部通報制度を設置しています。 

グループとしてマネジメントすべき規程を整備し、「品質」「環境」「輸出管理」な

どのカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体の対応を支援し、ステークホル

ダーからの期待に応えるための活動を展開しています。 

グループ共通の内部監査に関する規程を整備し、監査部署が内部監査を実施し、その

状況を取締役会及び監査役会に報告しています。 

監査役は、グループ会社における重要事項の決定について、直接あるいは当該グルー

プ会社の監査役から情報を入手し、確認することができることとしています。 

 

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告体制 

取締役及び使用人は以下に定める事項を監査役に報告することとしています。 

(a) 法令・定款違反に関する事項 

(b) 内部監査の状況及びリスク管理に関する重要な事項 

(c) 会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事項 

(d) 意思決定に関する重要な事項 

(e) 経営状況に関する重要な事項 

(f) 内部通報制度による通報状況に関する事項 

(g) その他、コンプライアンスに関する重要な事項 

 

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われことを確保するための体制 

代表取締役社長、監査部署、会計監査人との定期的な意見交換の場を設定しています。 

取締役及び重要な使用人からヒアリングを実施できる機会と環境を提供しています。 

必要に応じて、外部の専門家を任用することができることとしています。 

 

⑨ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

対する体制 

監査役室を設置し、専任者を含む人員を置いています。 

 

⑩ 当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役室の人員に関する人事異動は、監査役会に事前に了解を求めます。 

監査役室の人員に関する人事評価は、監査役会が指名する監査役が行うこととしてい

ます。 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 

 

議案および参考事項 

 

第１号議案 第130期利益処分案承認の件 

 議案の内容は、前記添付書類22頁に記載のとおりであります。 

 当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の皆様に

対する継続的な利益配分を最重要施策の一つと認識し、連結配当性向

を主要な指標と位置づけ、連結業績と、新規事業への投資、成長市場

への開発投資などに向けた内部留保および財務体質の強化等を総合的

に勘案のうえ、配当を決定したいと考えております。 

 当期の利益配当金につきましては、上記の方針に従い、１株につき

５円とさせていただきたいと存じます。これにより、中間配当金１株

当たり10円（普通配当金５円および創立90周年記念配当金５円）とあ

わせ、年間配当金は１株につき15円となります。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

(1) 「会社法」（平成17年法律第86号）の施行を機に、当社の機

関設計に合せた定款の構成とするため、章および条項について、

次のとおり所要の変更等を行うものであります。 

①第４章を「取締役及び取締役会」とし、変更案第５章として

「監査役及び監査役会」を新設 

②第４章の監査役に関する事項を変更案第５章に移動 

③第５章の取締役会に関する事項を変更案第４章に移し、削除 

④第６章の監査役会に関する事項を変更案第５章に移し、削除 

⑤第７章を変更案第６章に繰上げ 

(2) 同じく会社法により定款自治が拡大されたことに伴い、次の

とおり規定の新設等を行うものであります。 

①電子公告制度を採用することに伴う規定の新設（変更案第５

条） 



 

－  － 
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②単元未満株主の権利を明確に規定することが認められたこと

に伴う規定の新設（変更案第11条） 

③株主総会招集に際し、株主総会参考書類等についてインター

ネットを利用する方法で開示することが認められたことに伴

う規定の新設（変更案第18条） 

④議決権の代理行使について、その人数を定めることが認めら

れたことに伴い、その人数と代理権の証明方法について明確

にするための変更ならびに新設（変更案第21条） 

⑤取締役会における書面決議が認められたことに伴う規定の新

設（変更案第29条） 

⑥社外監査役の責任限定契約が認められたことに伴う規定の新

設（変更案第36条） 

(3) 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平

成17年法律第87号）により、会社法の施行に伴って定款で定め

たものとみなされた事項につきまして、次のとおり、所要の変

更等を行うものであります。 

①取締役会、監査役、監査役会および会計監査人を設置する旨

（変更案第４条） 

②株券を発行する旨（変更案第７条） 

③株主名簿管理人を置く旨（変更案第13条） 

(4) 執行役員制による経営体制が定着したことに伴い、取締役の

定員を合理的な水準に改めるため、減員を行うものであります。

（変更案第23条） 

(5) 株主の信任に裏付けられた経営を実践するため、取締役の任

期を現行の２年から１年に変更するものであります。（変更案

第25条） 

(6) その他定款上で引用する条文を会社法の相当条文に変更し、

旧商法上の用語を会社法で使用される用語に変更し、併せて条

数の変更等に加え、一部表現の変更、字句の修正等の所要の変

更を行うものであります。 

 



 

－  － 
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２．変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
 （下線は変更部分であります。）

 現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総 則 第１章 総 則 

第１条（商号） 第１条（商号） 

当会社は横河電機株式会社と称する。 当会社は、横河電機株式会社と称し、英文

では、Yokogawa Electric Corporationと

表示する。 

第２条（目的） 第２条（目的） 

当会社の事業目的は次のとおりとする。 当会社の事業目的は次のとおりとする。 

１．計測及び制御に関する機器、装置並び

に電子計算機の製作、販売 

(1) 計測及び制御に関する機器、装置並び

に電子計算機の製作、販売 

２．計装に関する工事その他の諸建設工事

並びにこれに関連する器材の製作、販売 

(2) 計装に関する工事その他の諸建設工事

並びにこれに関連する器材の製作、販売 

３．航空宇宙用機器、船舶・車輌用機器並

びにその他の産業用機器の製作、販売 

(3) 航空宇宙用機器、船舶・車輌用機器並

びにその他の産業用機器の製作、販売 

４．放送機器及び情報通信機器の製造及び

販売並びにこれに関連する技術指導 

(4) 放送機器及び情報通信機器の製造及び

販売並びにこれに関連する技術指導 

５．事務用機器、情報機器並びにその他の

機器の製作販売 

(5) 事務用機器、情報機器並びにその他の

機器の製作販売 

６．医用電子機器並びにこれに付帯する医

薬品の製造、輸入、販売 

(6) 医用電子機器並びにこれに付帯する医

薬品の製造、輸入、販売 

７．半導体素子、集積回路、プリント板そ

の他前各号に関連する部品・装置の製作、

販売 

(7) 半導体素子、集積回路、プリント板そ

の他前各号に関連する部品・装置の製作、

販売 

８．ソフトウェアの製作、販売 (8) ソフトウェアの製作、販売 

９．化学薬品並びにガス類の輸入、販売 (9) 化学薬品並びにガス類の輸入、販売 

10．動産のリース、レンタル及びその仲介 (10) 動産のリース､レンタル及びその仲介 

11．不動産の売買、賃貸及び仲介並びに

建築の請負、仲介、設計管理 

(11) 不動産の売買、賃貸及び仲介並びに

建築の請負、仲介、設計管理 

12．宿泊施設、スポーツ施設及びカル

チャーセンターの経営 

(12) 宿泊施設、スポーツ施設及びカル

チャーセンターの経営 

13．種苗、野菜、園芸植物等農作物の生

産、販売 

(13) 種苗、野菜、園芸植物等農作物の生

産、販売 

14．製版、印刷、製本及びその製品の

販売並びに翻訳 

(14) 製版、印刷、製本及びその製品の 

販売並びに翻訳 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

15．経営管理及び上記各号に関わる産業

技術に関する情報の提供及びコンサルティ

ング 

(15) 経営管理及び上記各号に関わる産業

技術に関する情報の提供及びコンサルティ

ング 

16．労働者派遣法に基づく労働者の派遣

事業及び職業紹介事業 

(16) 労働者派遣法に基づく労働者の派遣

事業及び職業紹介事業 

17．倉庫業及び貨物自動車運送業 (17) 倉庫業及び貨物自動車運送業 

18．旅行業法に基づく旅行業 (18) 旅行業法に基づく旅行業 

19．損害保険代理業 (19) 損害保険代理業 

20．経営上必要と認める事業に対する

投資 

(20) 経営上必要と認める事業に対する 

投資 

21．前各号に付帯関連する一切の業務 (21) 前各号に付帯関連する一切の業務 

第３条（本店の所在地） 第３条（本店の所在地） 

当会社は本店を東京都武蔵野市に置く。 （現行どおり） 

（新設） 第４条（機関） 

 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次

の機関を置く。 

 (1) 取締役会 

 (2) 監査役 

 (3) 監査役会 

 (4) 会計監査人 

第４条（公告方法） 第５条（公告方法） 

当会社の公告は東京都に於いて発行される

日本経済新聞に掲載する。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。た

だし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

第２章 株 式 第２章 株 式 

第５条（株式の総数） 第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行する株式の総数は４億8,373

万５千株とする。ただし、消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ず

る。 

当会社の発行可能株式総数は、４億8,373

万５千株とする。 

（新設） 第７条（株券の発行） 

 当会社は、株式に係る株券を発行する。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第５条の２（自己株式の取得） 第８条（自己の株式の取得） 

当会社は、商法第211条ノ３第１項第２号

の規定により、取締役会の決議をもって自

己株式を買受けることができる。 

当会社は、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議をもって市場取引等

により自己の株式を取得することができ

る。 

第６条（１単元の株式数及び単元未満株券

の不発行） 

第９条（単元株式数及び単元未満株券の不

発行） 

当会社の１単元の株式数は100株とする。 

当会社は、１単元の株式の数に満たない株

式（以下「単元未満株式」という。）に係

わる株券を発行しない。ただし、株式取扱

規程に定めるところについてはこの限りで

はない。 

当会社の単元株式数は、100株とする。 

２ 当会社は、第７条の規定にかかわら

ず、単元株式に満たない株式（以下「単元

未満株式」という。）に係る株券を発行し

ない。ただし、株式取扱規程に定めるとこ

ろについてはこの限りでない。 

第７条（株券の種類） 第10条（株券の種類） 

当会社の株券の種類は取締役会の定めると

ころによる。 

（現行どおり） 

第８条（新株引受権） （削除） 

(削除)  

（新設） 第11条（単元未満株式についての権利） 

 当会社の株主（実質株主を含む。以下同

じ。）は、その有する単元未満株式につい

て、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない。 

 (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権

利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請

求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利 

(4) 次条に定める請求をする権利 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第８条の２（単元未満株式の買増し） 第12条（単元未満株式の売渡請求） 

当会社の単元未満株式を有する株主（実質

株主を含む。以下同じ。）は、株式取扱規

程に定めるところにより、その単元未満株

式の数と併せて１単元の株式の数となるべ

き数の株式を売り渡すべき旨を請求するこ

とができる。 

当会社の単元未満株式を有する株主は、株

式取扱規程に定めるところにより、その単

元未満株式の数と併せて単元株式数となる

べき数の株式を売り渡すべきことを請求す

ることができる。 

第９条（名義書換代理人） 第13条（株主名簿管理人） 

当会社は株式につき名義書換代理人を置く

ことができる。 

名義書換代理人及びその事務取扱場所は、

取締役会の決議により選定しこれを公告す

る。 

前項により名義書換代理人を置いたのち

は、当会社の株主名簿（実質株主名簿を含

む。以下同じ。）及び株券喪失登録簿は名

義書換代理人の事務取扱場所に備え置き、

株式の名義書換、その他株式に関する事務

は名義書換代理人に取扱わせる。 

当会社は、株式につき株主名簿管理人を置

くことができる。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所

は、取締役会の決議により選定しこれを公

告する。 

３ 前項により株主名簿管理人を置いたの

ちは、当会社の株主名簿（実質株主名簿を

含む。以下同じ。）、新株予約権原簿及び

株券喪失登録簿の作成並びに備え置きその

他株主名簿、新株予約権原簿及び株券喪失

登録簿に関する事務は株主名簿管理人に取

扱わせる。 

第10条（基準日） 第14条（基準日） 

当会社は毎年３月31日の最終の株主名簿に

記載又は記録された株主をもって、その年

度に関する定時株主総会において権利を行

使すべき株主とする。 

前項のほか中間配当を受ける者を確定する

ため、その他必要ある場合あらかじめ公告

して、一定の日における株主名簿に記載又

は記録された株主をもって、その権利を行

使すべき株主とすることができる。 

当会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿

に記載又は記録された株主をもって、その

事業年度に関する定時株主総会において権

利を行使すべき株主とする。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第11条（株式取扱規程） 第15条（株式取扱規程） 

株式の名義書換、質権の登録、信託財産の

表示、株券の再交付、単元未満株式の買取

り及び買増しその他株式に関する手続につ

いては当会社の定める株式取扱規程によ

る。 

当会社の株式に関する取扱い及び手数料並

びに株主の権利行使に際しての手続き等

は、法令又は本定款のほか、当会社の定め

る株式取扱規程による。 

第３章 株 主 総 会 第３章 株 主 総 会 

第12条（株主総会の招集） 第16条（株主総会の招集） 

当会社の定時株主総会は毎決算期の翌日か

ら３か月以内、臨時株主総会は必要ある場

合それぞれ取締役社長がこれを招集する。

当会社の定時株主総会は、事業年度末日の

翌日から３ヶ月以内、臨時株主総会は、必

要あるときに随時これを招集する。 

第13条（株主総会の議長） 第17条（招集権者及び議長） 

株主総会の議長は取締役社長がこれにあた

る。 

取締役社長事故あるときは取締役会の決定

に基づき他の取締役がこれにあたる。 

株主総会は、取締役社長がこれを招集し、

議長となる。 

２ 取締役社長に事故があるときは、取締

役会の決定に基づき他の取締役がこれにあ

たる。 

（新設） 第18条（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供） 

 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類及び連結

計算書類に記載又は表示をすべき事項に係

る情報を、法務省令に定めるところに従い

インターネットを利用する方法で開示する

ことにより、株主に対して提供したものと

みなすことができる。 

第14条（決議の方法及び定足数） 第19条（決議の方法） 

株主総会の決議は法令又は本定款に特別の

定めある場合のほか、出席した株主の議決

権の過半数をもって決する。 

前項の規定にかかわらず、商法第343条の

定めによるべき株主総会の決議は、総株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の３分の２以上をもって

これを行う。 

株主総会の決議は、法令又は本定款に別段

の定めがある場合を除き、出席した議決権

を行使することができる株主の議決権の過

半数をもって行う。 

２ 会社法第309条第２項に定める株主総

会の決議は、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もってこれを行う。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第15条（株主の議決権） 第20条（株主の議決権） 

株主総会に於ける議決権は１単元毎に１個

とする。 

株主総会に於ける議決権は単元株式毎に１

個とする。 

第16条（議決権の代理行使） 第21条（議決権の代理行使） 

株主が代理人をもって議決権を行使しよう

とするときは、その代理人は議決権を有す

る当会社の株主でなければならない。 

株主は、当会社の議決権を有する他の株主

１名を代理人として、その議決権を行使す

ることができる。 

 ２ 株主又は代理人は、株主総会ごとに代

理権を証明する書面を当会社に提出しなけ

ればならない。 

第17条（議事録） 第22条（議事録） 

株主総会の議事及び決議は議事録に記載又

は記録し、議長及び出席した取締役の記名

捺印又は電子署名を要する。 

株主総会の議事及び決議並びにその他法令

に定める事項は議事録に記載又は記録し、

議長及び出席した取締役の記名捺印又は電

子署名を要する。 

第４章 取締役及び監査役 第４章 取締役及び取締役会 

第18条（取締役及び監査役の数） 第23条（員数） 

当会社は取締役25名以内、監査役５名以内

を置く。 

監査役のうち１名以上は常勤とする。 

当会社の取締役は、15名以内とする。 

第19条（取締役及び監査役の選任） 第24条（選任方法） 

取締役及び監査役の選任は、総株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が株主総会

に出席し、その議決権の過半数をもってこ

れを決する。 

取締役の選任については累積投票によらな

いものとする。 

取締役は、株主総会において選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過

半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は、累積投票によら

ないものとする。 

第20条（任期） 第25条（任期） 

取締役の任期は就任後２年内の最終の決算

期に関する定時株主総会終結の時までとす

る。 

監査役の任期は就任後４年内の最終の決算

期に関する定時株主総会終結の時までとす

る。 

取締役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第21条（補欠選挙） （削除） 

取締役又は監査役に欠員を生じたときは株

主総会を開き補欠選挙を行なうものとす

る。 

補欠員の任期は前任者の残期間とする。 

 

第22条（役付取締役） 第26条（代表取締役及び役付取締役） 

取締役会の決議により取締役社長を定め取

締役会長、取締役副社長及びその他の役付

取締役を定めることができる。 

取締役会は、その決議によって代表取締役

を選定する。 

２ 代表取締役は、各自当会社を代表す

る。 

３ 取締役会は、その決議によって取締役

社長を定め、その他の役付取締役を定める

ことができる。 

第23条（代表取締役） （削除） 

取締役会の決議により代表取締役を定め

る。 

代表取締役は各自当会社を代表する。 

 

第24条（相談役及び顧問） （削除） 

取締役会の決議により相談役及び顧問を嘱

託することができる。 

 

（新設） 第27条（取締役会の招集権者及び議長） 

 取締役会の招集権者及び議長は、法令に別

段の定めある場合を除き、取締役会決議と

する。 

（新設） 第28条（取締役会の招集通知） 

 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役及び各監査役に対して発する。

ただし、緊急の必要があるときは、この期

間を短縮することができる。 

２ 取締役及び監査役の全員の同意がある

ときは、招集の手続きを経ないで取締役会

を開催することができる。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新設） 第29条（取締役会の決議の省略） 

 当会社は、会社法第370条の要件を充たし

たときは、取締役会の決議があったものと

みなすことができる。 

第24条の２（社外取締役との責任限定契

約） 

第30条（社外取締役との責任限定契約） 

当会社は、商法第266条第19項の規定によ

り、社外取締役との間に、同条第１項第５

号の行為による賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、その契約

に基づく賠償責任の限度額は、1,000万円

以上であらかじめ定めた金額又は法令の定

める額のいずれか高い額とする。 

当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠った

ことによる損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、その契約

に基づく責任の限度額は、1,000万円以上

であらかじめ定めた金額又は法令が規定す

る額のいずれか高い額とする。 

（「章」の新設） 第５章 監査役及び監査役会 

（新設） 第31条（員数） 

 当会社の監査役は、５名以内とする。 

（新設） 第32条（選任方法） 

 監査役は、株主総会において選任する。 

 ２ 監査役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過

半数をもって行う。 

（新設） 第33条（任期） 

 監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 

 ２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠

として選任された監査役の任期は、退任し

た監査役の任期の満了する時までとする。 

（新設） 第34条（常勤の監査役） 

 監査役会は、その決議によって１名以上の

常勤の監査役を選定する。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新設） 第35条（監査役会の招集通知） 

 監査役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各監査役に対して発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を短縮する

ことができる。 

 ２ 監査役全員の同意があるときは、招集

の手続きを経ないで監査役会を開催するこ

とができる。 

（新設） 第36条（社外監査役との責任限定契約） 

 当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外監査役との間に、任務を怠った

ことによる損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当該契約

に基づく責任の限度額は、1,000万円以上

であらかじめ定めた金額又は法令が規定す

る額のいずれか高い額とする。 

第５章 取 締 役 会 （「章」の削除） 

第25条（取締役会の権限） （削除） 

取締役会は法令又は本定款に定める事項そ

の他当会社の重要な業務執行を決定する。

 

第26条（取締役会の招集通知） （削除） 

取締役会の招集通知は各取締役及び各監査

役に対して会日の３日前までに発する。 

ただし緊急を要する場合はこの期間を短縮

することができる。 

 

第６章 監 査 役 会 （「章」の削除） 

第27条（監査役会の権限） （削除） 

監査役会は法令に定める権限を有するほ

か、監査役の職務執行に関する事項を決定

する。 

ただし監査役の権限の行使を妨げることは

できない。 

 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第28条（監査役会の招集通知） （削除） 

監査役会の招集通知は各監査役に対して会

日の３日前までに発する。 

ただし緊急を要する場合はこの期間を短縮

することができる。 

 

第７章 計 算 第６章 計 算 

第29条（決算期） 第37条（事業年度） 

当会社の決算期は毎年３月31日とする。 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌

年３月31日までの１年とする。 

第30条（利益金の処分） （削除） 

毎決算期の利益金は株主総会の承認を得て

これを処分する。 

 

第31条（利益配当） 第38条（剰余金の配当の基準日） 

利益配当金は毎年３月31日の最終の株主名

簿に記載又は記録された株主に対して支払

う。 

当会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿

に記載又は記録された株主に対して剰余金

の配当をすることができる。 

 ２ 当会社は取締役会の決議により毎年９

月30日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主に対して、会社法第454条第５項

に定める金銭による剰余金の配当を支払う

ことができる。 

 ３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金

の配当をすることができる。 

第32条（中間配当） （削除） 

当会社は取締役会の決議により毎年９月30

日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主に対して、商法で定める中間配当金を

支払うことができる。 

 

第33条（配当金の除斥期間） 第39条（配当金の除斥期間） 

利益配当金及び中間配当金は、支払開始の

日から満３年を経過してなお受領されない

ときは、当会社はその支払の義務を免れる

ものとする。 

剰余金の配当は、その支払開始の日から満

３年を経過してもなお受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免れるものと

する。 

 



 

－  － 
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第３号議案 取締役10名選任の件 

 本総会終結の時をもって取締役 三奈木輝良氏は任期満了となりま

すので、あらためて取締役１名の選任をお願いするものであります。 

 また、取締役 内田 勲、永島 晃、八木和則、木村和彦、藤井 

隆、内藤正久の６氏は、第２号議案のご承認を条件に取締役の任期を

１年に短縮することに伴い、あらためて選任をお願いするものであり

ます。 

 さらに、経営体制の強化を図るために、新たに取締役として、海堀

周造、山本順二、成松 洋の３氏の選任をお願いするものであります。 

 合計10名の候補者は次のとおりであります。 

番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

1 
内 田  勲 
昭和11年９月27日生 

昭和35年４月 当社入社 

平成元年６月 取締役 Yokogawa Corporation 

of America 社長 

平成７年６月 常務取締役 生産事業部長、 

甲府事業所担当 

平成９年６月 専務取締役 

同年７月 専務取締役 営業統括、 

営業統括本部長 

平成11年３月 代表取締役専務 営業統括、イン

ダストリアルオートメーション 

事業本部長、北米地区事業統括 

平成11年６月 代表取締役社長 

現在に至る 

71,122株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

2 
永 島  晃 
昭和22年２月４日生 

昭和46年４月 ㈱北辰電機製作所入社 

平成６年６月 当社取締役 インダストリアル

オートメーション事業センター 

副センター長 兼 開発本部長 

平成11年６月 取締役退任 

専務執行役員 インダストリアル

オートメーション事業本部 シス

テム事業部長、ＤＵＯＮＵＳセン

ター・ＥＤＡセンター担当 

平成13年６月 取締役 専務執行役員 

システム事業部長 

兼 Yokogawa Marex Ltd.会長 

平成15年４月 取締役 専務執行役員 

技術開発本部長 

兼 Yokogawa Marex Ltd.会長 

平成15年６月 取締役 専務執行役員 

技術開発本部長 

兼 インターネットノード㈱ 

代表取締役社長 

現在に至る 

34,231株 

3 
八木 和則 

昭和24年４月１日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成11年10月 執行役員 経営企画部長、 

マーケティング部担当 

平成13年４月 常務執行役員 経営企画部長 

平成13年６月 取締役 常務執行役員 

経営企画部長 

平成14年６月 取締役 専務執行役員 

経営企画部長 

平成15年４月 取締役 専務執行役員 

経営企画本部長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 

コーポレート・マーケティング 

本部長 

平成17年６月 取締役 専務執行役員 

経営管理本部長 

現在に至る 

26,603株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

4 
木村 和彦 
昭和32年４月27日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成12年４月 執行役員 生産事業部長、 

航空宇宙・特機事業部担当 

平成13年６月 取締役 執行役員 生産事業部長

兼 横河エレクトロニクス・マニ

ファクチャリング㈱ 

代表取締役社長 

平成14年６月 取締役 常務執行役員 生産事業

部長 兼 横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱ 

代表取締役社長 

平成15年４月 取締役 常務執行役員 生産事業

本部長 兼 横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱ 

代表取締役会長 兼 横河電機 

（蘇州）有限公司 董事長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 ソリュー

ション事業本部長 兼 横河電機

（蘇州）有限公司 董事長 

平成17年４月 取締役 専務執行役員 ソリュー

ション事業部長 

現在に至る 

14,364株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

5 
三奈木 輝良 

昭和23年１月５日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年10月 執行役員 インダストリアルオー

トメーション事業本部 フィール

ド機器事業部長、環境機器事業部

担当 

平成12年７月 執行役員 経営情報部長、マーケ

ティング部担当 

平成13年４月 執行役員 マーケティングセン

ター長、Yokogawa Europe B.V. 

会長、Yokogawa Corporation of 

America会長、Yokogawa Electric 

Asia Pte. Ltd.社長 

平成14年６月 取締役 常務執行役員 海外事業

部長、Yokogawa Europe B.V. 

会長、Yokogawa Blue Star Ltd.

会長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 IA事業本

部長、Yokogawa Europe B.V. 

会長、Yokogawa India Ltd. 

会長、Yokogawa Marex Ltd.会長

平成17年４月 取締役 専務執行役員 海外事業

部長、 Yokogawa Electric 

International Pte. Ltd.社長、

Yokogawa Engineering Asia Pte. 

Ltd.会長、Yokogawa Europe B.V.

会長、Yokogawa Electric Asia 

Pte. Ltd.会長、Yokogawa India 

Ltd.会長、Yokogawa Marex Ltd.

会長 

平成17年７月 取締役 専務執行役員 海外事業

部長、 Yokogawa Electric 

International Pte. Ltd.社長、

Yokogawa Engineering Asia Pte. 

Ltd.会長、Yokogawa Europe B.V.

会長、Yokogawa Electric Asia 

Pte. Ltd.会長、Yokogawa India 

Ltd.会長 

現在に至る 

13,728株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

6 
藤 井  隆 

昭和30年８月６日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成15年４月 執行役員 ATE事業本部 

第１事業部長 

平成16年４月 執行役員 ATE事業本部 半導体

テストソリューション事業部長 

平成17年１月 常務執行役員 ATE事業本部 

半導体テストソリューション事業

部長 

平成17年４月 常務執行役員 ATE事業部長 

平成17年６月 取締役 常務執行役員 ATE事業

部長 

現在に至る 

6,989株 

7 
海堀 周造 
昭和23年１月31日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成17年４月 執行役員 IA事業部長 

平成18年４月 常務執行役員 IA事業部長 

兼 Yokogawa Marex Ltd.会長 

現在に至る 

4,935株 

8 
山本 順二 
昭和33年３月８日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成17年４月 執行役員 コーポレート・マーケ

ティング本部 経営企画室長 

平成17年６月 執行役員 コーポレート・マーケ

ティング本部長 

平成18年４月 常務執行役員 コーポレート・

マーケティング本部長 

現在に至る 

2,835株 

9 
内藤 正久 
昭和13年２月20日生 

昭和36年４月 通商産業省入省 

平成３年６月 同省大臣官房長 

平成５年６月 同省産業政策局長 

平成10年４月 伊藤忠商事㈱ 代表取締役副社長

平成12年４月 同社取締役副会長 

平成15年６月 日本エネル日ー経済日日所  

理事長、当社取締役 

現在に至る 

2,000株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

10 
成 松  洋 
昭和23年８月４日生 

昭和46年４月 横河・ヒューレット・パッカード

㈱（現 日本ヒューレット・パッ

カード㈱）入社 

昭和61年11月 同社電子部品計測事業部長 

平成11年11月 アジレント・テクノロジー㈱ 

代表取締役社長 

平成18年４月 クインタイルズ・トランスナショ

ナル・ジャパン㈱ 

代表取締役社長 

現在に至る 

2,600株 

（注）１．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。 

２．内藤正久氏は、社外取締役の候補者であります。 

 

以 上 
 



 

－  － 
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インターネットによる議決権行使のご案内 
 
１ インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項 

議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、行使し
ていただきますよう、お願い申し上げます。 

1）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記 
ＵＲＬをご参照ください。）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、
議決権行使サイトは、携帯電話を用いたインターネットではご利用いただけません
のでご了承ください。インターネットにより、議決権を行使される場合は、招集ご
通知同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードが必要と
なります。 

2）今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワードは、本総会に関してのみ有効で
す。次の総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行いたしま
す。 

3）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネット
の行使を有効な行使としてお取扱いいたします。 

4）インターネットで複数回数議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効な
行使としてお取扱いいたします。 

5）インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、株主様の
ご負担となります。 

 
２ インターネットによる議決権行使の具体的方法 

1）http://www.it-soukai.comまたはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jpにアクセスしてく
ださい。 

行使期間中の午前３時～午前５時は上記ＵＲＬにアクセスすることができません。 
2）議決権行使コードおよびパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押してくださ

い。 
議決権行使コードおよびパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右上
に記載しております。 

3）画面の案内にしたがい、議決権を行使してください。 
 
３ ご利用環境 

◎パソコン   Windows®機種、Macintosh機種 
（携帯電話、ＰＤＡ、ゲーム機には対応しておりません。） 

◎ブラウザ   Microsoft® InternetExplorer5.5以上、NetscapeCommunicator4.7以
上 

◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用できる環境 
◎画面解像度  1024×768以上をご推奨いたします。 

＊Microsoft、Windowsは、Microsoft Corporationの米国および、またはその他の国
における登録商標または商標です。 

＊Macintoshは、Apple Computer,Inc.の商標です。 
＊Netscapeは米国およびその他の国におけるNetscape Communications Corporation
社の登録商標です。 
NetscapeCommunicatorもまた、Netscape Communications Corporation社の商標で
あり、一部の国では登録商標となっている場合があります。 

 
４ セキュリティーについて 

行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しており
ますので、安心してご利用いただけます。 
また議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主様ご本人
を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意ください。当社より株
主様のパスワードをお問い合わせすることはございません。 



 

－  － 
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５ お問い合わせ先について 
1）議決権電子行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先 

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル 
電話 0120-768-524(フリーダイヤル) 
(受付時間 ９：00～21：00 土日休日を除く) 

2）上記１）以外の住所変更等に関するお問い合わせ先 
みずほ信託銀行 証券代行部 
電話 0120-288-324(フリーダイヤル) 
(受付時間 ９：00～17：00 土日休日を除く) 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

〒180-8750 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 

ＴＥＬ 0422-52-5530 




